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■ 医療・介護・福祉の基盤維持へ全力 

― 日医・釜萢副会長 ― 

 日医の釜萢敏副会長は２月７日、東京都内で

講演し、「医療・介護・福祉といった生活の最

も基本的な共通基盤を維持するため、今後も全

力を尽くす」と話した。「超高齢社会の進展に

より、医療ニーズが変化する一方、医療関連サ

ービスの従事者を含む生産年齢人口の減少が

進む」と述べ、医療機関が「医療の提供」とい

った本業に専念するためにも、医療関連サービ

スとの連携がより重要になると指摘した。 

 医療関連サービス振興会が開催したシンポ

ジウムに登壇した。 

 釜萢氏は、コロナ禍の教訓と人口変動を踏

まえた日医の基本的な考え方に言及。コロナ

対策や能登半島地震への対応などを教訓とし、

平時から地域での医療機能に応じた役割分担

や連携を進めるとともに、激しい人口変動、

災害・感染症パンデミックなどの有事に対応

できる「強靱さ」を持った医療提供体制を構

築する必要があると説明した。 

 2040年には、人口変動により就業者数が大

きく減少する中で、医師や医療従事者の確保

がますます困難になると指摘。医師偏在対策

について、派遣医師や派遣元の医療機関への

インセンティブとともに、幅広い世代の医師

が協力することの重要性を示した。 

●新構想議論に「都道府県医から懸念」 

 新たな地域医療構想については、医療機関

を取り巻く環境が急速に厳しさを増している

ことから、「都道府県医師会から『悠長に議

論している間に、医療が立ち行かなくなって

しまう』といった強い懸念が上がっている」

と説明。こうした声を踏まえた対応が必要だ

との認識を示した。 

●医療・介護の融合「不可欠」 

 シンポジウムでは、日医の宮川政昭常任理

事も講演。人口変動による医療ニーズの変化

を踏まえ、人口減少進行地域での「総合診療

を行う診療所」モデルの確立が重要との考え

を示した。患者の高齢化を踏まえ、「単純な

急性期医療では対応できない」と指摘。医療

と介護の融合が不可欠だと指摘した。 

 「日本の医療改革は待ったなしの課題」と

した上で、国民目線で医療のあるべき姿を検

討するためには「考え方の転換」が必要だと

説明。国民の理解がより得られるよう、公衆

衛生の危機や少子高齢化と経済成長、財政負

担増大への対応といった課題に対応した医療

のあるべき姿を提示し、現状との差異を計画

的に埋める戦略的なアプローチが必要だとし

た。          【メディファクス】 

 

■ 物価連動の診療報酬「今後の動向注視」 

― 厚労省・迫井医務技監 ― 

 物価高騰や賃金上昇で病院経営が逼迫して
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いる現状について、厚生労働省の迫井正深医

務技監がメディファクスの取材に答え、医政

局と保険局が両輪となって対応していくこと

が重要との認識を示した。診療報酬は物価や

賃金に応じてスライドさせるべきとする意見

については、「目の前の危機的状況をどう乗

り切るかという話と、報酬の在り方という政

策論は次元が全く異なる視点だ。分けて考え

る必要がある」と述べ、今後のあらゆる動き

を注視していく姿勢を示した。 

 現状への対応として迫井氏は「急激なイン

フレに直面している医療機関の経営の確保は

目の前の課題として極めて重要。現場の声に

耳を傾けながら、医政局の補助金による迅速

な支援策と保険局による着実な報酬対応が求

められる」と指摘。ただ、賃金・物価の上昇

に併せて診療報酬もスライドさせるべきとの

声については、「物価が安定していた頃の議

論では、物価や経済成長などマクロ指標への

連動には否定的な意見が多かった。政策的な

観点からも、医療の技術革新など経済指標と

独立して生じる変動に弾力的な対応ができな

くなると慎重だった」と振り返った。その上

で「物価賃金が安定しデフレ基調になれば、逆

に給付水準が下がることになる。政策論として

は、さまざまな影響を考慮しながら、今後の推

移を慎重に見極める必要がある」と述べた。  

●新たな地域医療構想は「大きな節目」 

 一方、新たな地域医療構想については「2040

年を見据えた新たな地域医療構想として、今

やるべきことは全て盛り込まれていると思う」

と説明した。 

 老健局の老人保健課長、医政局の地域医療計

画課長、保険局の医療課長を歴任している迫井

氏は「新たな地域医療構想では、入院、外来、

在宅、介護を含めたサービス全体を地域包括ケ

アシステムとして捉える視点が鮮明になって

いる。医療計画との整合も明確になり、地域包

括ケア・地域医療構想・医療計画の３政策が制

度としてようやく一体化することになる」と述

べ、制度的対応として大きな節目になるとした。 

 新構想のポイントとなる医療機関機能報告

制度については、「病床機能だけでは医療施

設としての地域の立ち位置の議論につながら

ない。“施設機能”を明確にすることで地域

での役割が決まっていく。これまで再編統合

が進まなかった点にも目配りして、制度運用

の重点を変えていくことになる」と解説した。 

 昨年末にまとまった「医師偏在の是正に向

けた総合的な対策パッケージ」についても言

及し、「これまで若手医師に焦点が当てられ

てきたが、中堅・シニアも含めた全世代の医

師が政策対象であることが明確になっている。

今後は診療科偏在の要因をひもとき、診療報

酬改定に向けて改善の糸口を探る必要がある」

と述べた。        【メディファクス】 

 

■ 偏在対策推進で「地方の医師確保後押し」 

― 厚労省・森光医政局長 ― 

 厚生労働省の森光敬子医政局長は、医師偏

在についてメディファクスの取材に応じ、厚労

省が昨年末に公表した「総合的な対策パッケ

ージ」に基づく取り組みを進めることで、地

方での医師確保を後押しする考えを強調した。 

 森光局長は、2040年を見据えた時に若手医

師のみを対象とした従来の偏在対策では対応

できない部分があることがパッケージの背景
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だと指摘。産業があり医療のニーズがある地

方で、ライフラインとしての医療を確保する

ことが柱の一つだと説明した。 

 その上で、地方では医師の高齢化による引

退などでより早期に医師の確保が困難になる

ことが予想されるとし、パッケージに盛り込

んだ施策を推進することで、そうした地域の

医師確保を支援する考えを示した。 

 ただ、さまざまな背景の医師がいる中で全

ての医師に効果的な施策はないとも指摘。複

数の施策を組み合わせて「一歩でも先に進め

るのが今回のパッケージだ」と述べた。 

 パッケージでは、「重点医師偏在対策支援

区域」で勤務する医師に対しての手当の増額

は「給付費の中で一体的に捉える」とされて

いる。この記載については「保険者から何ら

かの応援を頂きたいという話だ」と解説した。 

 診療科偏在については、外科を中心に長時

間労働となっている中で、ワーク・ライフ・

バランスが重視される傾向を踏まえ、産婦人

科などの取り組みを参考に今後、一定の医療

の集約化を図りつつ処遇改善や業務負担の軽

減に向けた取り組みを進める方針だ。 

●地域医療「地域に合うイメージを提示」 

 昨年末には医師偏在の対策パッケージと共

に「新たな地域医療構想の取りまとめ」も公表

した。４月以降に地域医療構想の具体的な内容

（ガイドライン）の検討が始まる予定。森光局

長は昨年を「2040年に向けた考え方を示した年」

と振り返り、「今年はその具体化が必要になる」

と述べた。地域で異なる状況に合わせた形で具

体化したイメージを出していく考えだ。 

●美容医療の“直美”問題、「実態把握から」 

 診療科偏在の観点から、若手医師が美容医

療に流れることを問題視する声もある。この

点については、「美容医療の適切な実施に関

する検討会」が昨年11月に取りまとめた報告

書を踏まえ、美容医療の環境整備を進めなが

ら、初期研修後に美容医療に直接入職する“直

美（ちょくび）”も含めた美容医療の実態を

把握していく考えを示した。【メディファクス】 

 

■ インフル定点、5.87に減少 

― １月27日～２月２日 ― 

 厚生労働省は２月７日、2025年第５週（１月

27日～２月２日）のインフルエンザの発生状況

を公表した。全国の定点当たり報告数は5.87で、

前週の11.06から減少した。総報告数は２万

8943人で、前週よりも２万5651人減少した。 

 都道府県別の定点当たり報告数は、山形が

16.02で最多だった。次いで新潟（14.94）、

沖縄（13.32）となった。【メディファクス】 

 

■ コロナ定点6.06、前週から横ばい 

― １月27日～２月２日 ― 

 厚生労働省は２月７日、2025年第５週（１月

27日～２月２日）の新型コロナウイルス感染症

の発生状況を公表した。全国の定点当たり報告

数は6.06で、前週から横ばいとなった。総報告

数は２万9869人で、前週とほぼ同数だった。都

道府県別の定点当たり報告数は、長野が8.61

で最多。次いで宮城（8.40）、福島（8.15）

だった。 

 基幹定点医療機関（全国約500カ所）の届け

出に基づく期間中の入院患者は2062人で、前週

から約140人減少した。 【メディファクス】 


